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県として取り組む意義

1

県内にある技術・研究シーズ等を活かし、県内外の再生可能エネルギー導入拡大を通
じてエネルギー起源CO2の排出削減に貢献していくことは、環境と産業振興の両面から
メリットがある

• 温暖化防止に向けた温室効果ガスの排出削減（パリ協定発効）
• SDGs※１、ESG投資※２及びRE100※３への関心の高まり

• エネルギー起源のCO2排出削減は、温室効果ガスの排出削減達成のために非常に重要な対策の一つ
• 再生可能エネルギーの導入拡大は、エネルギー起源のCO2排出削減に最も有効な対策の一つ

• 再生可能エネルギーの普及拡大に貢献できる企業や研究シーズ、特徴的な自然や産業等を有している
• 再生可能エネルギーの資源量は他県に⽐べ⼩さい

• 世界のエネルギー消費量に占める再生可能エネルギーの割合はまだ低く、市場の拡大が期待される分野
• 産業としての裾野も広く、中⼩企業もアイデアや技術⼒などで参入可能な分野で、⻑期的な成⻑が期待
• 地産地消により、県外に⽀払われていた資⾦が県内に⽀払われることで、「カネの循環」と「雇⽤を創出」に貢献

※１ 2016年から2030年までの「持続可能な世界実現のための17のゴール（Sustainable Development Goals）」（ 2015年9月に国連サミットにて採択）
※２ 環境（Environment）、社会（Social）及び統治（Governance）に対する企業の対応を考慮して投資先を決定
※３ 事業に必要なエネルギーの100％を再生可能エネルギーでまかなうことを目標とする国際イニシアティブ（Renewable Energy 100%）



県内発や県にゆかりある 人・企業・技術・製品等で

日本・世界の再生可能エネルギー等の普及拡大に貢献

効果

> 日本・世界のエネルギー起源CO2排出削減への貢献
> 県内産業の活性化・競争⼒向上
> 県内でのカネの循環・雇用の創出

手法

> 県内のリソース・特性を活用し、先進的なモデルを創出
> 創出したモデルを、県内・県外・世界へと展開
> 地域資源の活用と地域内消費（地産地消）
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取組方針

太陽光発電及び風⼒発電の導入を将来的
に更に拡大するため、発電量の不安定さを
調整する仕組の構築に取り組む

導入が進んでいない⽐較的安定した再生
可能エネルギー由来電⼒の導入に向け、
技術開発や事業モデルの構築等に取り組む

再生可能エネルギーの電⼒以外の⽤途開発
等を進める

CO2を多く排出する燃料から、排出がより
少ない燃料への転換について検討を進める

エネルギーの消費量を減らすための取組に
ついて検討を進める

発展途上国を中心とした諸外国における再
生可能エネルギー導入に寄与する施策につい
て検討を進める

具体的な取組（例）県にあるリソース（例）

• 良質な電⼒インフラ
• 佐賀水素ステーションの

⽴地条件

• 国の実証フィールド選定
• 佐賀大学の研究シーズ
• ⼩水⼒発電関連企業

• 佐賀大学の研究シーズ
• 佐賀市による廃食⽤油の

高品位燃料化の取組

• 重油・⽯炭の産業利⽤

• 県内企業による製品開
発事例

• 佐賀NGOネットワークの
人的ネットワーク

• 佐賀大学の研究シーズ

• 水素・EV充電・熱等による電⼒
調整システム構築

• 海洋再生可能エネルギーの推進
• ⼩水⼒発電事業モデルの構築

• 県内のNGOと連携して発展途
上国のニーズ等を発掘し事業
モデルの創出を検討

• 県内企業が開発した省エネ製品
のトライアル購入

• ⽯油・⽯炭からガス燃料への
転換

• 太陽熱、低位熱（地中熱、
下水熱）等の活⽤モデル構築

• 廃食⽤油の高品位燃料化

取組方針と具体的な取組の例

先 ⾏ す る
再 エ ネ を
更に拡大

多様な再
エ ネ 資 源
の 活 ⽤

再 エ ネ 以
外のCO2
削減手段
検 討

海外への
展開検討
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